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○大崎市高齢者タクシー利用助成事業実施要綱 

平成２１年３月９日 

告示第２７号 

改正 平成２３年１月２７日告示第１５号 

平成２４年１２月２７日告示第２５０号 

平成２６年３月５日告示第５３号 

平成２６年６月２０日告示第１２８号 

平成２６年６月２０日告示第１２９号 

平成２６年９月３０日告示第２１６号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，在宅の６５歳以上の者（以下「高齢者」という。）

が，タクシーを利用する場合の費用の一部を助成することにより，高齢

者が住み慣れた地域社会の中で引き続き生活していくことを支援するた

め，大崎市高齢者タクシー利用助成事業（以下「事業」という。）の実

施に関し，必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に

定めるところによる。 

（１） タクシー事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第

３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業を行うタクシー

事業者をいう。 

（２） 運賃等 道路運送法第９条の３に規定する運賃及び料金をいう。 

（対象者） 

第３条 この事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は，市内に

住所を有する高齢者で，次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１９条第１項に規定
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する要介護認定又は同条第２項に規定する要支援認定を受けている者 

（２） 対象者の世帯に属する世帯員（現に生計を一にすると認められ

る者を含む。以下同じ。）が第５条の規定による申請のあった年度に

おいて市町村民税（申請月が４月１日から６月１４日までの間である

ときは，前年度の市町村民税）が課税されていないこと又は生活保護

法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護を受けていること

又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３

０号）の規定による支給を受けていること。 

（３） 対象者の世帯に属する世帯員全員が，次のいずれかに該当する

こと。 

ア ６５歳以上の者又は１８歳未満の者 

イ 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第１０３条第１項第１

号，第１号の２若しくは第２号に該当する者又はこれらに準ずる者

として市長が認める者 

ウ 長期入院，入所等による長期不在者 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者は，対象

者から除くものとする。 

（１） 申請時に継続して３月以上入院している者 

（２） 社会福祉施設（ケアハウスを除く。），介護保険施設等の施設

に入所している者 

（３） 大崎市高齢者福祉有償運送利用助成事業実施要綱（平成２０年

大崎市告示第１８号）第７条第２項の規定により大崎市高齢者福祉有

償運送利用助成券の交付を受けている者 

（４） 大崎市重度障害者福祉有償運送助成事業実施要綱（平成２０年

大崎市告示第３３号）第７条第１項の規定により大崎市重度障害者福
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祉有償運送利用助成券の交付を受けている者 

（５） 大崎市福祉タクシー利用助成事業実施要綱（平成２６年大崎市

告示第１２８号）第５条第１項の規定により福祉タクシー利用券の交

付を受けている者 

（６） 大崎市心身障害者自動車等燃料費助成事業実施要綱（平成２６

年大崎市告示第１２９号）第６条第１項の規定により大崎市心身障害

者自動車等燃料費助成券の交付を受けている者 

（７） 大崎市グループタクシー事業実施要綱（平成２２年大崎市告示

第２５号）第７条第１項の規定により大崎市グループタクシー利用助

成券の交付を受けている者 

（平２４告示２５０・平２６告示５３・平２６告示１２８・平２

６告示１２９・平２６告示２１６・一部改正） 

（助成金額） 

第４条 事業の助成金額は，対象者が支払う運賃等のうち，乗車１回につ

き６００円を助成するものとし，これを超える運賃等は利用者の負担と

する。 

（利用の申請） 

第５条 事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は，大崎

市高齢者タクシー利用助成券交付申請書（様式第１号。以下「申請書」

という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定に関わらず，申請者は申請に関する手続きを，当該申請者

に代わって，その親族，民生委員，地域包括支援センター又は指定居宅

介護支援事業者に行わせることができる。 

（利用の決定等） 

第６条 市長は，前条の規定による申請書を受理したときは，その内容を

審査の上，交付の決定をしたときは，大崎市高齢者タクシー利用助成券
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交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は，前項の規定により交付の決定した者（以下「利用者」という。）

に対し，大崎市高齢者タクシー利用助成券（様式第３号。以下「利用券」

という。）を交付するものとする。 

３ 前項の規定により交付する利用券は，利用者１人につき１月当たり２

枚とし，申請日の属する月から最初の３月までの分を一括して交付する

ものとする。 

（利用方法） 

第７条 利用者は，タクシー事業者のタクシーを利用したときは，その運

賃等の支払いの一部として，利用券１枚をタクシーの乗務員（以下「乗

務員」という。）に提出することができる。 

（利用券の有効期限） 

第８条 利用券の有効期限は，利用券の交付した日の属する年度の末日と

する。 

（譲渡，貸与の禁止） 

第９条 利用者は，利用券を他人に譲渡し，又は貸与してはならない。 

（利用券の返還等） 

第１０条 利用者又はその遺族は，次の各号のいずれかに該当するときは，

速やかに大崎市高齢者タクシー利用助成券返還届出書（様式第４号）を

市長に提出するとともに，有効期限の到来しない利用券を返還しなけれ

ばならない。 

（１） 利用者が死亡又は転出したとき。 

（２） 利用者が第３条に規定する対象者に該当しなくなったとき。 

（３） 利用券が不用になったとき。 

（不正利得の返還等） 

第１１条 市長は，利用者が偽りその他不正な行為により利用券の交付を
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受け，又は使用したときは，当該利用者に対し，利用券の返還を求め，

既に使用した利用券がある場合には，その助成額について返還させるこ

とができる。 

（タクシー券を利用することができるタクシー事業者） 

第１２条 利用券を利用することができるタクシー事業者は，市とこの事

業に関し協定を締結した社団法人宮城県タクシー協会大崎支部に加入す

るタクシー事業者とする。 

（助成金の請求） 

第１３条 前条に規定するタクシー事業者は，利用者が利用券によりタク

シーを利用した日の属する月の分について，翌月１０日までに，大崎市

高齢者タクシー利用助成事業助成金請求書（様式第５号。以下「請求書」

という。）に利用券を添付し，市長に請求するものとする。 

（助成金の支払） 

第１４条 市長は，前条の規定による請求書を受理したときは，その内容

を審査の上，速やかに助成金を支払うものとする。 

（交付台帳の整備） 

第１５条 市長は，事業を適正に実施するため，大崎市高齢者タクシー利

用助成券交付台帳（様式第７号）を整備するものとする。 

（資料の提出） 

第１６条 市長は，事業の適正化に資するため，タクシー事業者に対し，

利用者の乗車記録等，利用状況に関する資料の提出を求めることができ

るものとする。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか，この事業の実施に関し必要な事

項は，民生部長が別に定める。 

附 則 
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（施行期日） 

１ この告示は，平成２１年４月１日から施行する。 

（大崎市高齢者福祉有償運送利用助成事業実施要綱の一部改正） 

２ 大崎市高齢者福祉有償運送利用助成事業実施要綱（平成２０年大崎市

告示第１８号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（平成２３年１月２７日告示第１５号） 

この告示は，平成２３年２月１日から施行する。 

附 則（平成２４年１２月２７日告示第２５０号） 

この告示は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月５日告示第５３号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年６月２０日告示第１２８号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は，平成２６年７月１日から施行する。 

附 則（平成２６年６月２０日告示第１２９号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は，平成２６年７月１日から施行する。 

附 則（平成２６年９月３０日告示第２１６号） 

この告示は，平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この告示は，行政手続における特定の個人を認識するための番号の利用 

等に関する法律（平成２５年法律第２７号）附則第１条第４号に掲げる既 

定の施行の日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 

（平２４告示２５０・全改） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第１０条関係） 

様式第５号（第１３条関係） 

（平２４告示２５０・全改） 

様式第６号（第１５条関係） 

 


